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議会民法成年年齢部会は、2008 年 12 月に基本的な方向性を示さないまま中間報告を出したが、
翌 2009 年７月には選挙権年齢の引き下げを前提に、成年年齢を 18歳に引き下げることが適当で
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にならなかった。それが今回、法制審議会の答申にまで至ったのは、主には国民投票の投票権を


























































というものである。『朝日新聞』（2008 年 12 月 10 日）の世論調査では、引き下げに賛成した 37％
のうち、「大人の自覚を持たせられる」という理由が 63％（回答者全体では 23％）であるのに対
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 だが、知的･精神的発育が成年の基準だとして、ではなぜ 20 歳なのか。民法を審議した法典調
査会では、何歳を成年とするかは全く議論にならなかった。民法の成年年齢は、先の太政官布告
を踏襲したにすぎなかったのである。高梨俊一は、太政官布告が満 20歳を丁年としたのは、当時
21 歳から 25 歳ほどだった欧米の基準を受け入れつつ、およそ 15歳を成年とする慣行を考慮に入
れ、さらに徴兵年齢が 20 歳だったことを勘案し、律令の丁年制度（数え年 21 歳）を理由づけと
して用いたからだろうと推測している（高梨 2001：87 頁）。つまり、20 歳成年制は、精神的発育
を成年の基準とはしたものの、20歳でなければならない発育上の必然性や根拠があるわけではな
かった。民法上の成年年齢は、梅が述べているように、この年齢になれば責任を負えるはずだ、
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あります。（1945 年 12 月４日の第 89 回帝国議会、国会会議録検索システム） 
 
 一方、少年法は 1948 年の改正で、適用年齢が 18 歳未満から 20 歳未満に引き上げられた（翌
1949 年施行。ただし、20歳未満への引き上げ実施は 1951 年）。佐藤藤佐法務行政長官は、司法委
員会で次のように改正理由を説明している。その内容は、20歳の若者に対する見方やその処遇と
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選挙法等の 20 歳をとるものは別として種々審議の結果、大体成人としての基準を満 18 歳とすることに
意見が一致し、実際には地方の慣習を尊重して、適宜に融通性ある措置をとることを可とした。 
地方色のあるところはその慣習を十分尊重してこれを成人式とし、又成年に達したとする年齢について
も強制的に規定すべきものではないと思う。（受田 1949：80、85 頁） 
 












































は適用年齢の 18 歳未満への引き下げを主張し、改正案の検討を開始した（津田 1976）。それ以来
の法務省の懸案をまとめたのが、1966 年５月に発表された「少年法改正に関する構想」である（以
下「構想」）。もっとも、「構想」が提案したのは、単なる引き下げではなかった。「構想」は、少
年と成年の間に新たに「青年」という層を設けるとし、青年を 18歳から 23 歳未満までとする案




れ、18歳以上 20 歳未満を青年としている(12)。 
 以後、法制審議会少年法部会（部会長植松正）で審議が行われたが、青年層をめぐって議論が
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 ではなぜ「青年層」か。法務省が青年層を設置する根拠としたのは、主に 18、19 歳による「悪
質事犯」（凶悪犯･粗暴犯）が他の若年層に比べて多いということだった。「構想」は、窃盗犯が大
半を占めるのが「少年らしい犯罪類型」であるのに対し、「18 歳以上は凶悪･粗暴･知能犯などの
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は 12.1％にすぎない。1955 年の「青少年問題に関する世論調査」では、今の青少年は昔の青少年
















































①1952年調査 社会的原因 47.8   家庭環境 18.2   両方 26.1 
②1955年調査
社会的混乱 21  悪い雑誌や映画等（有害文化財）の影響 6  悪友 12  
学校教育の低下 3  家庭教育の低下 25  特殊な悪条件の家庭 24   
本人の素質 9  その他 8  不明 21 
③1965年調査
本人の素質17.2 家庭35.0  友だち32.8  周囲の環境31.3  
映画，雑誌，テレビ28.1  社会風潮10.4 
④1967年調査 本人の素質18.2  家庭49.2  友だち24.4  周囲の環境32.4 
⑤1974年調査
家庭環境，家庭のしつけ 67.1  学校，教育のあり方 15.8  交友関係 32.8 
社会環境 33.5  その他 2.5  わからない 8.5 
⑥1978年調査
家庭環境・家庭のしつけ 66.6  学校・教育のあり方 13.1  交友関係 26.8 
社会環境 28.8 
⑦1981年調査
家庭環境，家庭のしつけ 74.5  学校，教育のあり方 18.3   
交友関係 28.7  社会環境 28.3 その他 4.7  わからない 6.4 
⑧1983年調査 少年自身 24.8  家庭 46.3  学校 2.1  社会環境，社会風潮 16.8 
⑨1988年調査 少年自身 22.5  家庭 47.1  学校 1.6  社会環境，社会風潮 16.5 
⑩1995年調査 少年自身 25.4  家庭 46.7  学校 2.0  社会環境、社会風潮 18.6 
⑪1998年調査
本人自身の性格や資質41.4  家庭環境74.3  友人環境32.1   
学校生活17.9  地域社会（地域住民同士の交流のなさ）18.8  
社会環境(社会の風潮・政治) 36.2 
①婦人と青少年に関する世論調査 1952年 20歳から59歳まで １つ選択 
②青少年問題に関する世論調査 1955年 30歳以上 １つ選択 
③青少年問題に関する世論調査 1965年 30歳以上 １つまたは２つ選択 
④青少年問題に関する世論調査 1967年 20歳以上 複数選択 
⑤警察に関する世論調査 1974年 20歳以上 複数選択 
⑥警察に関する世論調査 1978年 20歳以上 複数選択 
⑦警察に関する世論調査 1981 年８月 20 歳以上 複数選択 
⑧少年非行問題に関する世論調査 1983 年 20 歳以上 １つ選択 
⑨少年非行問題に関する世論調査 1988 年 20 歳以上 １つ選択 
⑩少年非行問題に関する世論調査 1995 年 20 歳以上 １つ選択 
⑪青少年の非行等問題行動に関する世論調査 1998年４月 20歳以上 複数選択 
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（単に）もう大人並である、最近の少年は発達が早い   17.2％ 















(3) 本人と家庭の問題－1970 年代以降 








－ 25 － 
えない。おそらくこうした認識が、その後一般に広がっていったのだろう。1970 年代に入ると、
若者に対する評価が、以前に増して厳しくなる。 
 自治省は 1971 年に 18 歳への選挙権年齢の引き下げに関する世論調査を３回行っている。その
結果が参議院「公職選挙法改正に関する特別委員会」で報告されているが（公職選挙法改正に関
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 ①1983 ②1988 ③1995 ④1998 ⑤2001 ⑥2005 
忍耐力がない（我慢ができない） 47.7 54.4 46.0 67.0（33.8）
62.9
（36.1） 67.7 
自己中心的である 46.6 50.1 49.7 52.6（33.0）
55.1
（40.4） 57.5 










30.8 33.7 38.2 41.1（17.1）
36.2
（16.9） 42.6 
法を守る意識が弱い － 12.8 17.7 － － － 
生きがいや目標がない 19.7 26.2 34.5 28.9（22.7）
32.1
（22.5） 32.8 
投げやりな態度である 15.3 18.9 23.3 24.1（18.8）
20.2
（14.9） 23.5 
反抗心が強い 19.1 17.6 18.6 19.2（19.7）
14.6
（16.1） 15.1 





－ 9.0 12.5 13.8（ 9.6）
13.9
（ 8.8） 13.3 
自分の気持ちを他人にうまく伝
えられない 





－ － － 31.0（19.5）
22.7
（13.3） 22.5 
人の痛みを感じない － － － － 48.8（32.6） － 
人付き合いがうまくできない － － － － 27.9（23.1） 31.5 
相手の立場や気持ちを理解しな
い・できない 
－ － － － － 42.8 
①少年非行問題に関する世論調査 20 歳以上 1983（昭和 58）年 
②少年非行問題に関する世論調査 20 歳以上 1988（昭和 63）年 
③少年非行問題に関する世論調査 20 歳以上 1995（平成 ７ ）年 
④青少年の非行等問題行動に関する世論調査 13 歳以上 1998（平成 10）年 
⑤少年非行問題等に関する世論調査 全国 13 歳以上 2001（平成 13）年 
 Ｑ６あなたは，少年自身について，何か問題だと思う点がありますか。 
















①1983（昭和58）年 青少年非行問題に関する世論調査 20才以上 複数回答 
②1988（昭和63）年 少年非行問題に関する世論調査 20才以上 複数回答 

















 ①1983 ②1988 ③1995 
幼少期からの家庭でのしつけが不十分 51.8 48.3 53.1 
親が子供を甘やかしすぎている 42.5 42.2 44.7 
親と子供の会話、ふれあいが少ない 38.9 41.2 49.1 
親の権威が低下している 28.6 26.8 30.9 
家庭内が円満でない 26.1 27.4 38.4 
親の教育方針が進学中心にかたよっている 22.8 30.4 34.5 
親が子供を放任している 22.2 19.6 30.2 
親の生活態度が悪い 22.2 20.7 27.6 
親が子供に干渉しすぎている 18.3 22.7 20.8 
親が子供に厳しすぎる － 6.4 6.8 
(％) 
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たりするための論理ともなった。それは、1970 年代の 18 歳選挙権に関する世論調査にあるよう
に、精神的成熟という法規範に基づいて若者の未熟さが批判されることによって、法制度上の問
実践女子大学人間社会学部 紀要 第六集 
 























     「20 歳成年制度の戦後史—若者の『精神的成熟』をめぐって」 
           日本教育学会第 68 回大会発表、2009 年８月 28 日。 
     「成人年齢引き下げ問題—『大人のはじまり』としての成年制度へ」 
           日本子どもを守る会編『子ども白書 2009』草土文化、2009 年。 
 
 
－ 注 － 
 
 (1)18 歳成年制について、主な新聞社の社説は多少温度差があるものの、基本的に肯定的に評価している（読
売、朝日、毎日、日経、産経）。中でも『読売新聞』（2009 年 7 月 30 日）の社説は、18 歳成年制が国際標
準であることを強調している。18 歳成年制はグローバリズムへの対応としても位置づけられているのだろ











展を目指して」（座長土井真一）2004 年 11 月、経済産業省「シティズンシップ教育と経済社会での人々の
活躍についての研究会報告書」（委員長宮本みち子）2006 年 8月。 
 




 (4)『大漢和辞典巻－』には、丁は、「壮年の男。唐の制度で、21 歳から 59 歳まで」とある（諸橋轍次 1955：
72 頁）。しかし、律令制度の「丁」は、「庸調及び兵役義務の基準であって、今日の成年期の問題とは別で
ある。律令には成年期に関する規定は欠けていた」とされる（永田 1954：402 頁）。 
 






例ナリ」と書いている（司法省 1992：274 頁）。なお、1873（明治 6）年 2月の太政官第 36 号布告で、年齢
の計算方法が数え年から満年齢へと変更になるが、日常生活で満年齢が使われるようになるのはかなり後
のことだろう。柳田國男によれば、民間習俗の成年年齢である 15 歳は数え年とされる（柳田 1957）。数え


















 (9)結婚年齢は戦前の民法親族編では男子 17 歳、女 15 歳だったが、戦後の改正により男子 18 歳、女子 16
歳となった。就労禁止の年齢は、1911 年制定の工場法は 12 歳未満、1922 年の工場労働者最低年齢法は 14
歳未満、戦後の労働基準法は 16 歳未満である。また、1925 年制定の普通選挙法では、選挙権（男子）は
25 歳、戦後は 20 歳。1922 年制定の少年法の適用年齢は 18 歳未満、戦後は 20 歳未満である。民法の成年
年齢と少年法、選挙権が一致して 20 歳を基準とするようになったのは戦後のことである。 
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 なお、大串隆吉によれば、戦前は 14 歳未満の就労が禁止され、16 歳未満が工場法上の保護年齢とされて
いたが、1919 年のワシントン条約では 18 歳未満が保護年齢とされていた。このように日本の保護年齢が世
界水準より低いことについて、当時、日本人の成熟は早く、16 歳でヨーロッパの 18 歳に当たると説明され
ていたという（大串 2003：37 頁）。 
 













る（『朝日新聞』1958 年 1 月 15 日）。2000 年前後に成人式に出席する若者の態度が社会問題となるが（小
針 2005）、戦後しばらくの間は、むしろ成人式のあり方の方が問題にされていたのである。 
 
























－ 33 － 
(16)1967 年調査で、少年法の名称を知っていた人は 24％にすぎなかった。また、少年法の適用年齢を 18 歳






















景に、改正少年法は、従来 16 歳以上であった検察官送致（逆送）の年齢を 14 歳以上に引き下げるととも
に、かつて反対論の多かった裁判官の合議制と検察官関与を認めた。さらに 2007 年には、少年院に収容で






（1970 年 3月 10 日）。同記事によると、約 4割のモニターが、「家庭や社会の過保護が少年を自己中心的に
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ではなく、若者の意識の問題として位置づけられているのである。 
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